鎌倉市自治基本条例策定市民会議第４６回全体会　会議の概要
	日　　時　　　　　　　平成２０年７月３１日（木）午後６時３０分　～　８時３０分

	場　　所　　　　　　　市役所　第三分庁舎１階　講堂

	出 席 者（敬称略）
市民会議会員出席者　　　３９名及び事務局（経営企画課５名）



	会 議 の 概 要

○代表あいさつ
・一昨日幹事会を開催し本日の全体会の内容を検討したが、今回は全体会に諮る案件がないということになった。現在各グループから意見をもらっている4つの制度設計を含めて8月中に整理し、9月の最初の会議で話し合う。本日は制度設計の話となる。第6グループから大綱案についての意見が出されているが、それはその後となる。本日は資料配布のみとなる。内容の大筋だが、大綱案は市の行政のあり方全体についても触れるとしてきたが、6グループは市政運営のルールを書くというもの。自治法ではすでに行政があり、議会がある。そこにないのは市民が意見を出した時の対応がない事であるが、そこを決めるのが市政運営のルールであるというものだ。
もう一つ、動議で討論さていない事がある。どうしても意見の一致が見出せない問題ついては両論併記するという提案がでたが、これも話し合わないといけない。市民の意見を市がどう取り上げるかの問題もある｡行政は誰が言った意見が市民の意見かはっきりして欲しいという。その時にどういうプロセスを経てまとまった意見かが大事になる。大勢の民主主義と多数決はややこしい問題である。満場一致は一見公正だが、一人でも反対したらなにもできない。この問題についても意見交換が足りないと思う。今後やっていきたい。終わりに近づくほど深みのある問題がでてきているが、自分の思っている事が本当にそうかを考えながら、大勢が暮らす中での一番いいやり方を考える立場で再度考えて欲しい。策定委員会は議論のための材料を提供する。

○策定作業部会

本日は座長さんに並んでもらって共同で運営をしていきたい。前回に続き住民投票制度と自治基本条例推進会議について話し合いたい。
　（住民投票について）

・住民投票制度は不要である。住民投票はかつて使用したことがなくそれだけハードルが高いが役に立たない制度にならないか。ハードルは低く、常設的な制度がいいのではないか。

・住民投票制度は賛成しかねる。市民の意見を聞きたければ世論調査等他の方法がある。あえてやるなら、投票権の中に外国人の永住者とあるが、これには反対だ。外国人には友好的な人もいるが、敵対的な考えを持っている人もいる。そういう人を交えて、わが国の国防について意見を求めるのは国の将来に大いなる禍根を残す。

・住民投票制度は必要だ。他の委員会は人選の仕方に問題点が出てくるし、議会との関係がある。住民投票で問題があるのは選挙に来る人の率が低い。20％、30％で住民の意見だというには問題がある。投票の資格も微妙な内容になる。
・第２グループは、自治基本条例に具体的に市民が参加する仕組みとしてこの4つは必要だと話しあってきた。住民投票は市民の意思確認の最終手段という位置付けである。何でも住民投票とは考えていないが、最終的にはこういう方法もあるという位置付けが必要。外国人についてだが、子供の同じクラスにさまざまな国籍の子がいたが、一緒に子供を育てるという立場でさまざまな事に取り組んできた。鎌倉に住む市民という位置付けでいいのではないか。
・外国人の問題だが、情緒的に同じ鎌倉の市民だからというのは場が違う。これを入れると将来的に致命傷になる。

・日本国民たる20歳以上の住民を基本条例で明確にすべきだ。地方自治は直接民主主義が基本であるという意見があったが必ずしもそうではないのではないか。二元代表制といえども市長と議員を市民が選び、その代表に委ねているということは間接民主主義ではないか。憲法が定めている住民投票があると言っていたがこれは特定の地区にのみ適用される例外である。地方自治法で協議会を定めることが出来るとあるが、これも町村のみに限った特別な場合で現在は存在していない。国防や国家主権に関する内容に関して外国人が言うのは内政干渉である。納税の義務は無関係である。
・国防の問題について意見があったが、国防は国民の命を守るのが目的。例えば外国の艦船が日本にきて市民の命、国の危険に及ぶとなれば、国の政策事項といえども自治体として住民投票で国に意見をいう事はおかしくない。地方自治体は直接民主主義が基本なので、住民投票制度は常設する方が良い。重要な自治が行われる時は市民一人一人の意見が表明できる制度は必要だ。年齢は18歳以上でよい。長く住んでいる人もいるので外国人は入れても良い。鎌倉を国際都市として認めさせていく上でも世界という方向に目を向けたい。

・こういう条例が実施されたことがないという意見あったが、何件もある。最近は岩国、横須賀であった。横須賀は常設ではないので地方自治法に法って50分の１の規制に基づき2回行われた。議会は否決した。住民投票が通れば、生活に関わる重要な問題について提示できるのは一歩進んでいくと思われる。住民投票条例を常設的に置く事は自治基本条例では画期的だと思われる。横須賀は国の方向でいいか、岩国の場合は市長自ら住民投票を言った。住民自治の視点から考えると枠をはめるのはいかがか。選挙権は20歳だが、定義されている18歳以上で良い。定住外国人も一住民として意見を述べる事を認めていいのではないか。

・憲法や地方自治法にどう書いてあるかだが、地方自治法94条に町村総会と書いてある。直接民主主義は町村レベルで書いてある、国は間接民主主義で議会制民主制である。憲法19条に住民投票と書いてある。まず基本法をみる。
・第3グループでも話し合われたが、大半は市民に重要な事を決めるのに住民投票は必要と言うものだ。自治基本条例を作っている者としては私たちの住んでいる町の事は私たちが決めていくという姿勢を持っている。そこからいっても住民投票条例をきちんと作る必要がある。外国人だが神戸の震災の折には外国人と力を合わせ復旧したことが神戸の街をいい街にしたという体験談も聞いた。投票権も外国人を入れて一緒に街を作っていくほうがいいと言う意見が多かった。年齢は世界的にいっても、また社会に関わっている人が街をどうやって作っていこうかを考えるきっかけにもなるので18歳で良い。市民が参加するきっかけのためにも常設が良い。

・住民投票に変わるものとして世論調査があるとするが、市民の参加手続き条例と自治基本条例と摩り替えた意見だ。今後いろいろ問題が出てくる。現在確定できない問題が出てくる。そうした時に最後は住民投票だと思っている。例えば深沢の武田薬品の問題など安全に問題があるとなった時何を持って対抗するのか。住民投票しかない。不確実な問題には、予防原則として住民投票の制度が必要だ。住民とは市内に居住する人をいうので、外国人も参加されるのが良い。

・国の制度は間接民主制で地方自治は可能な限り直接制を導入する基本理念で憲法は出来ている。例え法律であっても、住民投票にかけなければならないという基本理念がある。地方自治法では市長を罷免する権限、議会解散を要求する権限も市民に与えられている。市長は市民に直接責任を負う政治だ。よって市民の審判に反する時は市民は罷免できる。地方自治94条も直接市民で出来るところはやってもいいと言う規定だ。有権者14万の鎌倉で直接民主主義を行うのは不可能。よって、市長や議会が行うが市民は罷免する権利を持つ。直接民主主義の理念に基づいて憲法は出来ている。

・今の発言に訂正を入れたい。地方自治法第11条から13条に渡って住民に罷免権があるとは書いてあるが、住民であって市民ではない、日本国民たると明確に書いてある。外国人は含まれない。

・住民投票の問題と基本自治法の問題に分けて議論が進められると良い。

・外国人をどうするかは住民投票の部分的問題である。国防問題も鎌倉の住民投票で想定できない。住民投票は自治法と重複しているが良いのか。誰が発議するかは議論されていない。

　（推進会議について）

・推進会議についてだが、市民委員会と連動するとあるが、もう少し市民委員との違いを明確にして欲しい。構成委員の人数の想定を検討して欲しい。強い権限をもつオンブズマンに似た組織になると思われるが、オンブズマンとの違いは何か。推進委員会に財政財務に強い人をいれて欲しい。いままで、財政財務が弱い。財政財務の点検が必要だ。会議は毎年となっているが、もっと頻繁に行いたい。会議は基本的にはボランティアで行うが、運営費用は行政で持って欲しい。

・条例推進会議の中に推進市民会議がある事を明確にして欲しい。市民の推進会議がイニシアチブを取ることが望ましい。事務局は経営企画が必要。財政については別途行政監査もあるが、それ以外は市民会議が必要だ。
・自治基本条例推進会議、その他全部反対だ。この条文の中に住民が会議のメンバーを罷免できると書かれていない。地方自治法には罷免できるとなっている。罷免できる権利があることを明記する。人選は公募とあるが、経済的、時間的に余裕がありボランティアということは極めて限られる。仕事を持つ人は参加できない。利益を考えるごね得の会議になる。
・推進会議はいらない。この条項もいらない。何か作ると出費が絡む出来事がある。議会も市長も職員もいる。オンブズマンも必要だ。税金を垂れ流すような事は出来ない。

・推進会議は本当に必要か。議会がしっかりやればよい。目的のところにたえず検証するとあるが、どういう権限で検証するのか。最後に推進会議の代表は市長が勤めるのは立場が違う。議長が副代表とあるが、代表でいいのではないか。推進市民会議の代表は副代表とあるが推進会議の議長と同格はおかしい。むしろ、市長は入らず検討結果を市長に諮問するほうがいい。

・推進会議がオンブズマンになればいいが、そうなるとは想定できない。推進会議は条例を作って一年位かけて議論する必要がある。人を多く集められるシステムも考えねばならない。市民会議にオンブズマンを期待している。

・推進会議は不要である。自治基本条例は市政のルールを定めるものと考える。基本ルールは推進する性格のものではない。現実に照らして条例がうまくいかないのは条例の欠陥だ。どうしてもなら5年後くらいに見直すと入れれば良い。

・目的は必要だがこの組織で目標が達成できるか、現実的かというと疑問だ。推進会議があり、推進委員会があり、その下に推進市民会議がある。市民の代表はどう決めるかが出ていない。市民の代表となりうるのかを考えると、検証までさせられない。非現実的だ。コミュニティを仮定したり、オンブズマンの方法がいい。
・推進市民会議はあいまいな部分が多い。条例の浸透を図るのが推進会議の主な目的だ。憲法的性格があるというが、憲法を守るのは裁判所なのでオンブズマン的要素が強い。NPOセンターにはオンブズマン的性格を持っている多数の市民団体がある。個別条例と自治基本条例の整合性をどうするかも問題だ。推進会議は今後議論を深める必要がある。
・推進市民会議はあいまいで制度にならない。市民の定義が決まっていない。これを常設型にするのはまずい。あいまいなものを明確に出来れば賛成の余地がある。
・推進会議について第２グループでは、自治基本条例が決められた後の推進は重要だとしてきた。市民に知らせる方法が重要で、市長、議会、市民が協力していく事に意義があるとした。市長が代表でも上下関係ではなく、協力していく姿勢と理解する。推進会議のあいまいさは今後決めていけばよい。推進会議は必要だ。
・市民委員会と重複するようだが、一般的な市民委員会とは違う。市民との対話交流を行う、条例が問題解決等に実行性があるかを調査する、他の条例との整合性の検証をする。目的は基本条例がいかに市民のためになるかだ。オンブズマンが中心になるのはいいが鎌倉では疑問だ。基本条例という初めての条例を持った時に実行性のあるものに改善していく上で公募の市民と行政の法律専門家が良い。市が執行機関でやる業務はフォーラムを増やしたりする。日常的な機関と考えている。

・自治基本条例が推進されているかをオンブズマン的な考えでチェックするのか、あいまいだ。検証すると同時に検閲を行わなければならないとあるが、市民とともに我々も協力していこうと言う事だろう｡この2つをどう区別するかを今後議論するが、2つを分けたほうが分かり易いと考える。行政の監視や足りない部分の提示は市長や行政を除いた組織が良い。推進市民会議だが市民が合同の会議をもって市民に啓発していくとした方が分かり易い。

・自治基本条例は市民自治を確立し鎌倉を住みやすい街にしていこうというものだ。そのための道具としての仕組みがあったら良いかどうかの視点で考えたい。制度化には障害があるが、障害をどう乗り越えるかの知恵を出し合っていくのが市民の立場だと考える。推進会議はまだ甘いと考える。市民を啓発するというがなにを啓発するのかの議論も必要。

・自治基本条例は市民自治を具体的に普及し、実行するための担保として、4つの仕組みが考えられる。幾重にも仕組みを作る必要がある。こういう仕組みを作って理想とするものを市議会に出したい。推進委員会の委員長は市民の代表にしたい。

・直接請求を市民は持つのでなぜ住民投票をするのか疑問だ。

・31人の発言となった。全体で意見が述べられたことは意義があった。

	特 記 事 項

１　次回以降の鎌倉市自治基本条例策定市民会議の予定

　　第4７回　日時：平成２０年９月４日（　木　）午後６時３０分～８時３０分
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